
福祉保健生活環境委員会会議記録

福祉保健生活環境委員長 今吉 次郎

１ 日 時

令和５年７月２８日（金） 午後１時０１分から

午後２時５７分まで

２ 場 所

第５委員会室

３ 出席した委員の氏名

今吉次郎、嶋幸一、志村学、穴見憲昭、吉村尚久、若山雅敏、猿渡久子、三浦由紀

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

な し

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

福祉保健部長 工藤哲史、生活環境部長 高橋強、病院局長 井上敏郎 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第５３号議案のうち本委員会関係部分及び第６１号議案については、可決すべきもの

と、いずれも全会一致をもって決定した。

請願２については、継続審査とすることを賛成多数をもって決定した。

（２）陳情２について質疑を行った。

（３）県内所管事務調査のまとめとして、執行部から報告を受けた。

（４）令和４年度大分県病院事業会計予算繰越計算書について、大雨災害について及び新たな

長期総合計画の策定についてなど、執行部から報告を受けた。

（５）閉会中の継続調査について、所定の手続を取ることとした。

（６）県外所管事務調査について、行程を決定した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 吉良文晃

政策調査課調査広報班 主査 甲斐雅俊



福祉保健生活環境委員会次第 
 

日時：令和５年７月２８日（金）１３：００～ 

場所：第５委員会室            

 

１ 開  会 

 

 

２ 病院局関係                        １３：００～１３：３０          

（１） 諸般の報告 
＜法令に基づく報告＞ 

   報 第 ５ 号 令和４年度大分県病院事業会計予算繰越計算書について 
＜その他の報告＞ 

   令和４年度大分県病院事業会計利益及び資本剰余金の処分並びに決算の認定について 
（２）その他 
 
３ 生活環境部関係                      １３：３０～１４：３０ 
（１）付託案件の審査 

第 ５３号議案 令和５年度大分県一般会計補正予算（第１号）（本委員会関係部分） 
第 ６１号議案 ヘリコプターの取得について 
請  願  ２ 陸上自衛隊大分分屯地における大型弾薬庫新設の中止・撤回等につい  
        て県議会の決議を求める請願 

（２）付託外案件の審査 
   陳  情  ２ 全国霊感商法対策弁護士連絡会の不当な声明に対する陳情 
（３）県内所管事務調査のまとめ 
（４）諸般の報告 
   ①大雨災害について 
   ②新たな長期総合計画の策定について 
   ③第５期大分県地球温暖化対策実行計画の改定について（骨子） 
   ④大分県地震・津波防災アクションプランについて 
（５）その他 
 
４ 福祉保健部関係                      １４：３０～１５：３０ 

（１）付託案件の審査 

第 ５３号議案 令和５年度大分県一般会計補正予算（第１号）（本委員会関係部分） 
（２）県内所管事務調査のまとめ 
   ①ふくふく認証制度について 

（３）諸般の報告 
   ①大雨災害について 
（４）その他 
 
 
５ 協議事項                         １５：３０～１５：４０ 

（１）閉会中の継続調査について 

（２）県外所管事務調査について 
（３）その他 
 
 
６ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

今吉委員長 ただいまから、福祉保健生活環境

委員会を開きます。 

 本日猿渡委員は、オンラインで参加いただい

ています。 

 本日審査いただく案件は、今回付託を受けた

議案２件、請願１件です。 

 この際、案件全部を一括議題とし、これより

病院局関係の審査に入ります。 

執行部から法令に基づく報告の申出及びその

他の報告があるので、これを許します。 

井上病院局長 今吉委員長をはじめ委員の皆様

には、病院局の事業について、日頃より御指導、

御支援を賜り誠にありがとうございます。 

さて、新型コロナウイルス感染症については

感染症法上の位置付けが５類に変更されました

が、定点把握によるデータを見ると県内の感染

状況については上昇傾向にあり、いまだ安心で

きる状況にはないと考えています。 

 当院においては、引き続き感染状況に注視し

ながら、対応していきます。 

また、６月３０日からの大雨災害の状況に関

しては、幸いにも当院に被害はありませんでし

たが、今後とも基幹災害拠点病院として、災害

時における医療救護体制の充実に努めます。 

本日は報告案件として、令和４年度大分県病

院事業会計予算繰越計算書について報告します。

あわせて、令和４年度の病院事業会計決算がま

とまったので報告します。 

大和病院局次長兼事務局長 報第５号令和４年

度大分県病院事業会計予算繰越計算書について

説明します。 

 議案書は７１ページですが、お手元の福祉保

健生活環境委員会資料で説明します。 

 資料の２ページをお開きください。第３期病

院総合情報システム更新事業の繰越しについて

の報告です。翌年度繰越額は８億９，７１５万

５，１７６円です。本事業は、電子カルテシス

テムをはじめとする病院総合情報システムを更

新するものですが、昨今の半導体不足や物価高

等の影響による入札不調により契約が遅れたた

め、繰越しを行ったものです。なお、新たなシ

ステムの稼働時期については、令和６年１月頃

を予定しています。 

立脇総務経営課長 令和４年度大分県病院事業

会計決算がまとまったので、その概要について

説明します。 

 資料の３ページを御覧ください。この決算並

びに利益及び資本剰余金の処分に係る議案につ

いては、次の第３回定例会において審議いただ

くことになりますが、例年決算の概要について

は第２回定例会の常任委員会において報告して

いるので、概要を説明します。 

それでは、お手元の資料に基づいて説明しま

す。まず、資料左半分の令和４年度決算のポイ

ントを御覧ください。 

 網掛け部分の上段の純損益、これは最終的な

収支の判断となるわけですが６億８，８００万

円の黒字決算となりました。その下、病院事業

の本業部分である医業収支は、コロナ禍の中、

これまでの経験を踏まえた入院調整などにより、

前年度と比べて医業収益は大きく改善したもの

の、物価高等の影響により医業費用がそれ以上

に増大したことにより５億３，７００万円のマ

イナスとなりました。 

 次に、資料右半分の収支の概要を御覧くださ

い。収益と費用の主な増減について説明します。 

まず、（１）の医業収益は前年度と比べて７

億３，２００万円の増となっていますが、これ

は主に、入院収益と外来収益の増によるもので

す。入院収益は、患者数が前年度に比べて若干

減少したものの、診療報酬改定による急性期充

実体制加算の算定等により単価が増加したため、

前年度と比べ４億６，３００万円増加したもの

です。同様に、外来収益は患者数の増に加え、

がん化学療法における高額な抗がん剤の使用量

が増えたことにより単価も増加したため、前年

度と比べ２億６，７００万円増加したものです。 

 次に、（２）の医業費用は前年度と比べて７
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億８，４００万円の増となっていますが、これ

は医師をはじめとする医療従事者の増員及び人

勧による給与費の増並びに薬品などの材料費が

増加したことなどによるものです。 

 次に、（３）の医業外収益ですが、前年度と

比べて２億２，２００万円の減となっています。

これは、新型コロナウイルス感染症関連の補助

金が前年度よりも減額となったことによるもの

です。 

 また、（４）の医業外費用ですが、前年度と

比べて１億９００万円の増となっています。こ

れは、主に雑損失の増によるもので、材料費や

経費など医業費用の増により、支払うべき消費

税額が増えたことによるものです。 

渋谷会計管理課長 続いて、令和４年度大分県

病院事業会計利益及び資本剰余金の処分につい

て説明します。 

 資料の４ページを御覧ください。１処分の概

要の①については、継続的な黒字経営により、

これまでの純損益の蓄積額である未処分利益剰

余金が増加しています。資料中段の左側の２未

処分利益剰余金の状況のとおり、平成２７年度

以降プラスに転じており、今後も安定した経営

状況が見込まれるため、未処分利益剰余金の一

部を特定の使用目的として積み立てるものです。 

具体的な処分内容について、資料中段の中ほ

ど３剰余金の処分（貸借対照表）を御覧くださ

い。左の表処分前の一番下、①のとおり、未処

分利益剰余金５４億９，７９５万２４５円のう

ち、右の表処分後の一番下のとおり３億３，１

１８万６，３７６円を企業債の償還に充てる減

債積立金に積み立てます。 

次に、１処分の概要の②については、資本剰

余金とは現存する土地や絵画等の非償却資産の

財源である補助金等の額を計上するものですが、

その中に現存しない資産分が残っているため、

その金額を未処分利益剰余金に振り替えるもの

です。 

具体的な処分内容について、資料中段の中ほ

ど３剰余金の処分（貸借対照表）を御覧くださ

い。左の表処分前の中段、②のとおり、資本剰

余金７億８，９７０万４，３７９円のうち、現

存しない資産分の２億８，８８８万２，６０７

円を右の表処分後未処分利益剰余金に振り替え

ることにより、資本剰余金を非償却資産分５億

８２万１，７７２円のみに整理します。これら

は、資本剰余金と利益剰余金という剰余金の中

での会計処理になり、剰余金の総額に変動はあ

りません。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

三浦委員 純粋に、医業外収益にはどんなもの

があるんですか。 

立脇総務経営課長 具体的には、受取利息の配

当金であるとか、他会計補助金、県や国からの

補助金、負担金、交付金、さらには長期前受金

戻入――これは減価償却に伴う収益という位置

付けになります。あと資本費繰入収益が主な医

業外収益の収益になります。 

今吉委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに御質疑等もないので、これ

で諸般の報告を終わります。 

 予定している案件は以上ですが、この際、ほ

かに何かありませんか。 

猿渡委員 コロナが５類になって、以前は入院

患者に対してコロナの疑いがある場合はコロナ

の検査をした上で、陰性を確認してから入院す

るようにしていたと思うんですが、今はコロナ

などの感染症の疑いがあっても、検査を強要す

ることができない状況だと思います。その点で

現在どのように対応されているのか。また、院

内に感染症を持ち込ませないためにどのような

工夫をされているか教えてください。 

佐藤県立病院長 委員が言われるように、全例

検査は原資の面でもなかなか難しい部分がある

ので、本当にコロナを疑う症状がある場合は、

コロナ疑いの病気の下で保険診療として検査を

します。これは本人に負担をお願いすることに

なるので、十分に説明して了解を得られた方に

は通常の感染症の医療行為として、保険診療と

してお願いする形を取っています。 

 しかしながら、なぜ検査をするのかとか、必
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要ないと思う方もごく一部いるので、その場合

は当院の感染対策室等と協議して、病院として

の検査をする方もいます。その前提として、や

はりコロナを疑う症状がある場合には、医療行

為自体の緊急性等も鑑みて、少し入院を延期し

たり、来院の日を延期して受診していただくよ

うにしています。症状が収まってから来ていた

だくような予約や入院日の組み直しで対処して

いる方もいます。 

今吉委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかにないので、これをもって病

院局関係の審査を終わります。 

 執行部はお疲れ様でした。 

 

〔病院局退室、生活環境部入室〕 

 

今吉委員長 これより生活環境部関係の審査に

入ります。 

 本日猿渡委員は、オンラインで参加いただい

ています。 

 それでは、付託案件の審査を行います。 

 第５３号議案令和５年度大分県一般会計補正

予算（第１号）のうち、生活環境部関係部分に

ついて執行部の説明を求めます。 

高橋生活環境部長 説明に先立ち、本日の出席

者について報告します。脱炭素社会推進室長及

び食品・生活衛生課長が体調不良のため欠席し

ており、それぞれ次席の職員である脱炭素社会

推進室の末松主幹、食品・生活衛生課の大平参

事が出席しています。 

それでは、委員会資料の２ページを御覧くだ

さい。第５３号議案令和５年度大分県一般会計

補正予算（第１号）のうち、生活環境部関係に

ついて説明します。 

まず、予算のポイントです。今回の補正予算

において、安心元気の安心分野では、（１）災

害に強い人づくり、地域づくりの推進、（２）

健全な食生活と地域の食をはぐくむ食育の推進、

（３）豊かな自然との共生と快適な地域環境の

創造に取り組みます。 

その下、安心元気の元気分野では、（１）女

性の活躍推進と男女共同参画社会の構築に取り

組みます。 

最後に未来創造分野では、（１）地球温暖化

対策の推進、（２）循環を基調とする地域社会

の構築、（３）実践的な職業教育の充実の三つ

に取り組みます。 

これらに取り組むため、今回の補正予算では

１２事業を計上していますが、個別の事業につ

いては予算特別委員会で説明した主要な事業と

重複するので、説明は省略します。 

３ページを御覧ください。今回お願いしてい

る生活環境部の７月補正予算額は、表の左から

２列目予算額（Ａ）の欄の中段１億８，９７５

万６千円です。これに上段の既決予算額１２７

億４，５２７万５千円を加えた総額は、下段の

生活環境部の計にあるとおり１２９億３，５０

３万１千円です。これを同じ行の右から３列目、

４年度当初予算額（Ｂ）と比較すると３億６，

０３１万７千円、率にして２．９％の増となり

ます。増額の主な要因は、今回の補正予算に加

え、事業実施日程の都合により骨格予算で措置

した人工衛星活用による水道管漏水判定事業９，

９００万円など、新規事業の実施によるもので

す。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

猿渡委員 防災の関係ですが、先日、女性防災

士会の会長の話を聞く機会があったときに、女

性の視点もいかして避難所運営などに取り組む

ことが非常に重要で、多様性を尊重する防災計

画を作っていくためにも、また誰もが安心して

過ごせる避難所運営のためにも、県民生活・男

女共同参画課との連携が重要であるという意見

をもらいました。その点で、県民生活・男女共

同参画課との連携や、そういう視点をいかした

防災にはどのような形で取り組まれているのか。

それから、女性防災士の人数と割合について教

えてください。 

また、避難所でのパーテーションやテント、

女性専用の部屋、あるいは認知症や障がいを持

つ方やその家族が遠慮なく避難所に避難できる
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ように、一般の方とは別の部屋を設けることが

できれば、その方が望ましいと思いますが、そ

のような取組がされているのか教えてください。 

後藤防災対策企画課長 現在、女性防災士の登

録者数は２，０７０人、防災士全体の数が１万

２，９４３人なので、その割合は約１６％とな

っています。５年前の平成２９年度から人数、

割合共に増えています。我々としては、避難所

運営で女性の視点は極めて重要なので、地域の

自主防災組織等に女性防災士を確保するよう市

町村と連携を取りながら働きかけをしています。 

そして、さらにこの動きを活発化していくた

めに、女性防災士をネットワーク化する活動を

しています。これまでも、女性防災士会に対し

て講演会や研修会の開催の支援、それから女性

や災害時の要配慮者、乳幼児世帯などが避難所

で過ごしやすくするためのガイドブックの作成

支援をしています。今後もこの活動を支援して

いく予定で、県民生活・男女共同参画課とは、

これらの支援活動を通じてしっかりと連携を図

りたいと考えています。 

 それから、避難所でのプライバシーの確保に

関しては、県が避難所運営の基本指針を示し、

市町村がマニュアルを作成します。このマニュ

アルにプライバシーへの配慮や相談窓口の設置

などが記載されています。 

 県では、避難所の環境整備を推進するために、

パーテーションの購入やバリアフリー計画、ト

イレの洋式化工事、あるいは女性衛生用品の購

入などの備品購入の助成を行っています。加え

て、福祉関係の避難所ではこの補助率を引き上

げるなどの対応をしています。また、現在県独

自で紙管間仕切り――段ボールで作った管を使

った間仕切りとか、パーテーション付きの段ボ

ールベッド、こういったものを振興局等におい

て準備しており、令和５年６月３０日からの大

雨災害においても一部中津市に貸出しを行って

います。今後も要配慮者や社会的弱者に寄り添

った形で進めていきたいと考えています。 

猿渡委員 ありがとうございます。マンホール

トイレなども設置が進んでいますが、避難先で

夜間などに遠くのトイレに行く際に、一人で行

かない、複数人で行くことを徹底することも大

事だと言われています。一人で行動せずに、あ

らゆるときに複数人で行動することを、男女共

に徹底していくことも進めていただきたい。そ

して、いろんな障がいを持つ方、認知症の方な

どを含めて、あらゆる方が遠慮なく避難できる

環境整備を今後さらに進めていってほしいと思

うので、よろしくお願いします。 

 もう１点、性的少数者への理解促進や相談活

動について、いろいろな形で取り組んでいると

いう答弁をいただいていますが、私はまだまだ

不十分だと思っているので、相談窓口の周知方

法や相談方法、相談の時間帯などについて説明

してもらいたいと思います。性的少数者、外国

人、障がいを持つ方、感染症の患者などに対す

るあらゆる差別をなくすための取組を、今後さ

らに積極的に進めていく必要があると思ってい

ますが、いかがでしょうか。 

藤井審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長 

性的少数者の相談窓口ですけれども、一般社

団法人大分県公認心理師協会に委託をしており、

ＬＧＢＴの支援団体のホームページやネットワ

ーク、あるいはコンビニエンスストアにチラシ

を設置したりとか、県で名刺欄に案内カードを

作ったりして、いろんなところに周知を図りな

がら取り組んでいます。 

 相談方法と時間帯については、毎月第３土曜

日の１０時から１２時に電話とメールで受け付

けて対応しています。 

 また、社会の変化等で新たに顕在化する差別

事案については迅速適切に対応をしていきたい

と考えています。 

猿渡委員 相談方法や時間帯などについても、

今後さらに広げて相談しやすい体制を作ってい

ただければと思うので、よろしくお願いします。 

今吉委員長 それでは私から１点だけ。２ペー

ジの安心元気の中で、女性の活躍推進と男女共

同参画社会の構築とあり、その中で女性活躍に

取り組む企業を認証する制度を創設とあるけれ

ども、他の企業に聞く前に、女性の県職員から

生活環境部に直接意見は出てこないんですかね。 

高橋生活環境部長 生活環境部に直接意見が寄
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せられることはないですが、人事課にはあるか

もしれません。 

今吉委員長 私は女性の県職員が率先して部長

に意見を言えばいいと思っている。他の企業に

聞いてもきりがないと思うんやけどね。 

高橋生活環境部長 どちらかというと、私ども

は県全体をどうするかを考えながらやっている

ので、そこはしっかりやっていきたいと思いま

す。 

 委員長がおっしゃるように、県職員がどう思

っているかも、また聞いてみたいと思います。 

今吉委員長 女性の県職員の皆さん、部長にど

んどん意見を言ってくださいね。よろしくお願

いします。 

 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに御質疑等もないので、これ

で質疑を終わります。 

 なお、本案の採決は福祉保健部関係の審査の

際に一括して行います。 

 次に、第６１号議案ヘリコプターの取得につ

いて、執行部の説明を求めます。 

姫野消防保安室長 資料４ページを御覧くださ

い。第６１号議案ヘリコプターの取得について

説明します。 

消防防災ヘリコプターの安全性を確保し、救

助活動能力の向上と災害対応力の充実を図るた

め、現有機に替わる新たなヘリコプターを取得

することについて、大分県県有財産条例第２条

の規定により議決を求めるものです。 

資料の１入札結果にあるように、４月２５日

に入札公告を行い、６月６日に開札を行いまし

た。その結果、現有機の新型機を提案する川崎

重工業株式会社が１８億５，３５０万円で落札

しました。落札率は８８．８％です。これによ

り、２機体更新による効果にあるように、ホバ

リング可能時間及び救助可能人数が大幅に拡大

し、より多くの人命救助が可能となります。今

後は、３スケジュールのとおり機体の納期を令

和７年９月とし、本格運航は令和８年４月を予

定しています。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に御質疑等もないので、これよ

り採決します。 

 本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 御異議がないので、本案は原案の

とおり可決すべきものと決定しました。 

 次に、請願２陸上自衛隊大分分屯地における

大型弾薬庫新設の中止・撤回等について県議会

の決議を求める請願について、執行部の説明を

求めます。 

小野危機管理室長 資料５ページを御覧くださ

い。請願２陸上自衛隊大分分屯地における大型

弾薬庫新設の中止・撤回等について県議会の決

議を求める請願について説明します。 

請願の内容ですが、項目１大分分屯地大型弾

薬庫新設の中止・撤回を求めること及び項目２

大型弾薬庫新設の前に住民への説明会を丁寧に

行うことについての決議を求めて、日出生台で

の米軍演習に反対する大分県各界連絡会から提

出されました。 

委員会資料の６ページを御覧ください。本請

願が指摘する弾薬庫新設とは、令和５年２月１

７日に行われた浜田防衛大臣の会見で、国家防

衛戦略において、自衛隊の十分な継戦能力の確

保・維持を図るため、令和５年度予算で大分と

青森に火薬庫を整備すると説明されたことを指

しています。 

そして、７ページからが令和４年１２月１６

日に閣議決定された国家防衛戦略の説明資料を

抜粋したものです。９ページに防衛力の抜本的

な強化に当たって重視する能力として、⑦持続

性・強靱性の欄に、必要十分な弾薬等の早急な

保有がうたわれています。我が国の外交及び防

衛政策に関しては、国の専管事項なので、国に

おいて進められていくものと考えています。な

お、県としては引き続き情報収集に努め、国に

対しては周辺住民の安全安心の確保のため、丁

寧に説明を行っていただきたいと考えています。 
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今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

猿渡委員 この問題は、地域住民をはじめ県民

の関心が非常に高く、不安が大きく広がってい

ます。この大分分屯地の弾薬庫が攻撃の的にな

るのではないかという不安の声も広がっていま

す。 

 ですから、国の専管事項と言いますが、地域

住民あるいは県民にとって大変切実な問題なの

で、この請願はぜひ採択すべきと考えています。

地域住民への説明会も必要ですし、国に対して

声を上げることが県として必要だと私は考えて

います。 

若山委員 地域住民を含め大分県民の不安は確

かにあると思います。それは国の専管事項とい

うことで、情報が余りない中でどんどん進めら

れていることが一番大きな不安だと思います。

しかし、この請願に関しては１点目の弾薬庫新

設の中止・撤回を求めることと、２点目の弾薬

庫を新設する前に住民への説明会を丁寧に行う

ことが、この請願の件名からどうリンクするか

がいまいち分かりません。撤回を求めるなら１

番だけでいいと思うし、丁寧な説明を求めるの

であればまた件名も変わってくると思いますが、

その辺がよく分からないので、この請願につい

てはもう少し詳しく勉強してみたい気持ちがあ

ります。 

嶋副委員長 弾薬庫新設については、当然安全

面の配慮もしていただかないといけないし、丁

寧な説明も必要だと思います。しかし、我が国

を取り巻く安全保障を考える上で、自衛隊の能

力を維持、確保していくために、２０２７年度

までに全国で弾薬庫を７０か所程度新設すると

いうことで、その中の１か所ですから、国の平

和と国民の安心を守るために必要な新設だと思

います。この請願は昨年度も出されていたよう

に記憶していますが、どうだったですかね。 

小野危機管理室長 令和５年第１回定例会で、

赤とんぼの会から請願が出されていました。 

嶋副委員長 若山委員からも話があったように、

この請願は継続して調査を行う必要があると思

います。 

 当然、私が申し上げたのは必要な措置である

ことを前提に継続審査が必要なのかなと思いま

す。 

吉村委員 私も継続審査が妥当かなと思ってい

ます。長年自衛隊の基地があるので、周辺住民

からすれば、ある程度基地があることが前提に

なっているのかなと思いますが、その中におい

ても今回の弾薬庫新設でさらに不安を覚える方

も当然いると思います。そういう意味で、さき

ほどから出ているような住民の不安を解消する

ために丁寧な説明が必要であること、もう一つ

言えば、なぜ大分分屯地なのかの説明も必要だ

と思います。しかし、さきほど話があったよう

に、１と２の項目について、少し文言が乖離し

ているのかなとも思います。そういう点で、も

う少し検討が必要だと思うので、継続審査を求

めたいと思います。 

三浦委員 私は別に否決してもいいと思ってい

ますが、委員会でもう少し勉強したいのであれ

ばそれに関して特に文句はないので、継続でも

構いません。 

今吉委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 それでは、質疑を終わりたいと思

います。 

 これより、本請願の取扱いについて協議しま

す。今、継続審査の申出がありましたが、継続

審査とすべきものと決することに賛成の方は挙

手願います。 

〔賛成議員挙手〕 

今吉委員長 賛成多数であります。よって、本

請願は継続審査とすべきものと決定します。 

以上で、付託案件の審査は終わりました。 

 次に、付託外案件の審査に入ります。 

今回は陳情１件です。それでは、陳情２全国

霊感商法対策弁護士連絡会の不当な声明に対す

る陳情について、執行部の説明を求めます。 

藤井審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長 

資料１０ページを御覧ください。陳情２全国

霊感商法対策弁護士連絡会の不当な声明に対す

る陳情について説明します。 
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本陳情は、令和５年３月に全国霊感商法対策

弁護士連絡会が政治家の皆様へ統一教会との関

係断絶を求める声明文を、全国１，７８８の自

治体に送付したことを受け、本声明に基づく議

会の議決がされた場合に、不当な差別を受けな

いように配慮を求めるものです。このような差

別にかかわらず、県ではあらゆる不当な差別は

決して許されないと、人権尊重条例等に基づき

各種施策を行っています。   

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見など

はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に御質疑等もないので、これを

もって付託外案件の審査を終了します。 

 次に、県内所管事務調査のまとめを行います。

執行部は説明をお願いします。 

高橋生活環境部長 県内所管事務調査について、

一言お礼を申し上げます。 

 委員の皆様には、去る６月７日から８日、１

３日から１４日、２１日、２３日の計６日間に

わたり、豊後大野市隣保館や杵築市の奈多狩宿

住吉海岸、大分大学などの現場での取組や各地

方機関を視察いただき、誠にありがとうござい

ました。 

 調査期間中は様々な御意見や適切な御指導を

いただき、今後の生活環境行政を推進する上で、

その趣旨を十分に反映させたいと考えています。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に御質疑等もないので、これで

県内所管事務調査のまとめを終わります。 

 次に、執行部より報告したい旨の申出があっ

たので、これを許します。 

①の報告をお願いします。 

岡本理事兼防災局長 資料１１ページを御覧く

ださい。６月３０日からの大雨災害について説

明します。 

７月２０日時点の被害状況については、人的

被害が死者２名、負傷者１名、住家被害が全壊

５棟、半壊３棟、床上浸水４９棟など、甚大な

被害となりました。 

避難者については、日田市内の３か所の避難

所に２０世帯３４名が避難しています。避難所

では、保健師が巡回するなど県と市が連携して、

被災者一人一人の健康状態や医療ニーズの把握

に努めています。また、自宅を失った被災者等

に対しては、公営住宅等をあっせんするととも

に、大分県災害被災者住宅再建支援制度を活用

し、住宅再建や補修などを後押しします。加え

て、被災した中小事業者を対象とした特別相談

窓口を、発災直後の７月１１日から設置してい

ます。経営と金融の両面で相談を受け付けてお

り、商工団体等とも連携しながら事業の再建を

サポートします。 

１２ページを御覧ください。農地や山林、道

路、河川等の被害について調査を進めています。

資料右下の合計欄を御覧ください。７月２０日

時点で、箇所数が１，６３７、被害額は約２０

２億円に上っています。引き続き、被害の全容

把握に向け調査を続けます。なお、今回の令和

５年梅雨前線豪雨については、昨日内閣府から

激甚災害に指定される見込みであることがプレ

スリリースされました。今後の復旧復興につい

ては、国の支援措置も活用しながらスピード感

を持って全庁を挙げて取り組みます。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 それでは、次に②から④の報告を

お願いします。 

河野生活環境企画課長 資料１３ページを御覧

ください。 

現行の長期総合計画が令和６年度までとなっ

ていることから、時代の潮流を踏まえ、多くの

県民の声を反映させた新たな長期総合計画の策

定に着手することとしたので報告します。なお、

本報告については各常任委員会で行うようにな

っており、福祉保健生活環境委員会では生活環

境部が代表して説明します。 

資料左側の基礎データ欄にある将来推計人口
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等の分析や県民意識調査については、既に取り

かかっていますが、今後は資料中ほどの検討体

制にあるように、各界の有識者から構成される

新長計策定県民会議を設置し、安心・元気・未

来創造の３分野に分かれて、今後の本県のある

べき姿等を議論することとしています。   

また、個別テーマをより深く議論する必要が

生じた場合は、専門家を加えた重要政策研究会

を設置するほか、市町村や地域住民の声を伺う

場も設ける予定です。 

スケジュール欄のとおり、９月上旬に新長計

策定県民会議の全体会を立ち上げ、各部会をお

おむね２か月に１回のペースで開催しながら策

定作業を進め、計画議案を令和６年第３回定例

会に上程したいと考えています。 

県議会議員の皆様には、計画骨子の段階から

随時報告しますので、御意見をよろしくお願い

します。 

末松脱炭素社会推進室主幹 資料１４ページを

御覧ください。第５期大分県地球温暖化対策実

行計画（区域施策編）の改定について説明しま

す。 

初めに、１計画の概要ですが、本計画の目的

は、２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロに向

けた県全体の中期的な温室効果ガス削減目標を

示すとともに、温室効果ガス削減対策の緩和策

と気候変動の影響による被害を回避、軽減する

適応策の取組を明らかにするものです。本計画

の計画期間は２０２５年度までとなっており、

削減目標は２０２５年度及び２０３０年度を設

定しています。 

次に、２改定内容ですがポイントは二つです。 

一つ目は、令和３年１０月に改定された国の

地球温暖化対策計画において、２０３０年度の

温室効果ガス削減目標が２６％から４６％に上

方修正されたことです。これに伴い、国の計画

に即して設定していた家庭、業務、運輸の３部

門の従来の目標を見直し、新たに産業部門等の

目標を設定する予定としています。産業部門に

おける削減目標は、国の計画では３８％ですが、

本県ではコンビナートを有するものづくり県で

ある実情に即して２６％とする予定です。 

二つ目は、令和３年６月に地域脱炭素ロード

マップが発表されたことと、１０月に気候変動

適応計画が改定されたことです。これに伴い、

県庁内各部局における具体的な施策を追加、更

新することを予定しています。 

最後に、３今後のスケジュールですが、令和

５年８月にパブリックコメントを実施し、県民

の皆様の意見を反映した内容にしたいと考えて

います。その後、９月に計画案を本委員会で報

告後、９月下旬に計画の公表を予定しています。 

後藤防災対策企画課長 資料１５ページを御覧

ください。大分県地震・津波防災アクションプ

ランについて説明します。 

初めに、資料左上のアクションプランの概要

ですが、大規模地震の被害最小化等を図るため、

死者数について限りなくゼロを目指すことを目

標に掲げ、地震、津波対策を進めています。計

画期間は平成３１年度からの５年間で、新型コ

ロナ等に対応するため、令和３年度に中間見直

しを行いました。 

こうした中、資料右上に記載のとおり、南海

トラフ巨大地震の被害想定公表から１０年が経

過したことから、国は被害想定や基本計画の見

直しを令和５年２月に着手し、新たな被害想定

や基本計画を令和６年春頃に公表予定としてい

ます。このため、資料下段に記載のとおり、今

後の対応方針を二つ掲げています。 

一つ目は、大分県地震被害想定調査等の実施

です。国の被害想定見直し後に、国の計算手法

等を参考に県の被害想定を見直し、新たなプラ

ンを策定します。スケジュールとしては、被害

想定や防災対策を議論する大分県有識者会議を

令和６年４月に設置し、適宜会議を開催すると

ともに、令和６年度中に地震被害想定調査結果

と新たなアクションプランを策定、公表したい

と考えています。 

二つ目は、現アクションプランの計画期間の

延長です。国や県の被害想定策定スケジュール

を考慮すると、新たなアクションプランの開始

が令和７年度となり、現アクションプランとの

空白期間が生じます。このため、現アクション

プランの期間を１年間延長するとともに、令和
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６年度の目標値を新たに設定します。喫緊の課

題である南海トラフ巨大地震対策について、国

の動向をしっかり注視した上で、着実に進めま

す。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見など

はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に御質疑等もないので、これで

諸般の報告を終わります。 

 予定している案件は以上ですが、この際ほか

に何かありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これをもって生活

環境部関係を終わります。 

 執行部はお疲れ様でした。 

 

〔生活環境部退室、福祉保健部入室〕 

 

今吉委員長 これより福祉保健部関係の審査に

入ります。 

本日猿渡委員は、オンラインで参加いただい

ています。 

 それでは、付託案件の審査を行います。 

 第５３号議案令和５年度大分県一般会計補正

予算（第１号）のうち、福祉保健部関係部分に

ついて執行部の説明を求めます。 

工藤福祉保健部長 補正予算の説明に入る前に、

この場をお借りして１点御報告します。新聞等

で既に報道されていますが、特定医療費（指定

難病）受給者に対して更新の案内を送付した際、

他の受給者氏名等が載った作業用のチェック表

を、１名の受給者に誤って送付する事案が発生

しました。関係した皆様には、個別に謝罪の連

絡をしましたが、今後は複数人での作業や確認

を行うなどの再発防止策を徹底し、適正な事務

の執行に努めます。 

 それでは、第５３号議案令和５年度大分県一

般会計補正予算（第１号）のうち、福祉保健部

関係について説明します。 

 なお、お手元のタブレットの画面右下に青い

通知が出ましたら、タッチしていただくと、御

覧いただく資料のページが順次表示されます。 

 では、令和５年度福祉保健部予算概要の６ペ

ージを御覧ください。 

 ７月２４日に予算特別委員会で説明した内容

と重複しますが、今回の補正予算案としては、

表頭の左から２番目、予算額（Ａ）の上から２

番目にあるように２２億４，１４５万９千円で

す。その上の既決予算を合わせると、計１，３

９６億５，８８１万円となります。これを右か

ら３列目の４年度当初予算額（Ｂ）欄と比較す

ると、その右の欄にあるように、額にして８９

億１，６６６万４千円、率にして６．８％の増

となっています。 

 この主な理由としては、高齢化の進行等に伴

う医療費県負担金など、いわゆる扶助費の増を

はじめとして、前年度当初予算にはなかったこ

と、妊産婦や子育て世帯への１０万円給付事業

費や、社会福祉施設等の物価高騰対策事業費に

よる純増などがあげられます。 

なお、今回の予算に係る重点事業等について

は２４日の予算特別委員会にて説明したので、

本日はそれ以外の主な事業について、担当課室

長より説明します。 

三好医療政策課長 ４８ページを御覧ください。 

上段の看護職員確保総合対策事業費２億４，０

８９万１千円です。 

 この事業は、看護職員の確保や定着を図るた

め、看護師等養成所の運営支援や修学資金の貸

与を行うとともに、新卒者の就業促進や潜在看

護師の掘り起こし、新人看護師研修などを支援

するものです。一番下の二重マルでは、医療提

供体制の充実を図るため、県外から移住してき

た専門資格を有する看護職を雇用し、引越し費

用等を負担した医療機関に対し助成するもので

す。 

今井こども未来課長 １１９ページを御覧くだ

さい。一番上のおおいた子育て応援スクラム事

業費１，８４５万円です。 

この事業は、地域全体で子どもの成長と子育

て家庭を応援するため、イクボス宣言企業と子

育て応援店の拡大や多胎児への支援などに取り

組むものです。 
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今回の補正予算では、三つ目の二重マルのと

おり、慢性的な人材不足に悩む放課後児童クラ

ブやファミリーサポートセンター等の担い手を

安定的に確保するため、子育て支援に意欲があ

るものの、一歩を踏み出すきっかけがない子育

て経験者等を対象に、子育て応援活動のきっか

け作りとなる講座を開催します。 

隅田こども・家庭支援課長 １３８ページを御

覧ください。下段の子どもの居場所づくり推進

事業費２，８８５万５千円です。 

 この事業は、困難な生活環境にある子どもの

居場所を確保するため、子ども食堂の新規立ち

上げや運営安定化等を支援するものです。 

 下から三つ目の二重マルでは、家庭の困窮や

ネグレクト、家族の病気等を背景に、生活習慣

の形成ができていない児童を対象に、自己肯定

感を高め自立できる力を養うための支援を提供

する児童育成支援拠点をモデル設置する市町村

に対し助成します。また、一番下の二重マルで

は、子ども食堂の遊具や図書等の購入に対し助

成します。 

柳井障害福祉課長 １７１ページを御覧くださ

い。精神障がい者地域移行・定着体制整備事業

費８４２万２千円です。 

 この事業は、精神障がい者の地域移行や定着

を支援するため、保険・医療・福祉関係者によ

る協議会を圏域単位で開催するなど地域におけ

る体制整備を図るほか、医療と地域の連携を促

すコーディネーターの配置、人材育成、ピアサ

ポート体制の整備などを総合的に実施します。 

一番下の二重マルでは、障がい者の自立に向

けた意欲の向上や地域生活を続ける上での不安

の解消を図るため、障害福祉サービス事業所等

に雇用されている障がい者や管理者をピアサポ

ーターとして養成します。 

高木障害者社会参画推進室長 １５６ページを

御覧ください。障がい者差別解消・権利擁護推

進事業費２，１５６万５千円です。 

 この事業は、障がいのある人もない人も心豊

かに暮らせる大分県づくり条例に基づき、障が

い者に対する差別の解消と権利擁護の推進を図

るため、必要な相談体制等を整備するものです。 

一番下の二重マルでは、日常生活のコミュニ

ケーションに困難を抱える失語症者を支援する

ため、意思疎通支援者を養成します。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

若山委員 １２３ページの妊産婦健診等支援事

業費について、今回補正予算で助成を組んでい

ただいて大変ありがたいと思いますが、この事

業は里帰り出産をする方にも対応可能と理解し

てよいですか。 

今井こども未来課長 この制度は、住民登録し

ている自宅からの距離が２０キロメートル以上

としているので、里帰り出産であっても対象に

なる方はいると思います。住民票がある場所が

起点になるので、そこから最寄りの距離が２０

キロメートル以上あれば対象にはなります。 

若山委員 里帰り出産するときに住民票を移し

た方がいいということですか。 

今井こども未来課長 住民票のある場所が基点

になるので、住民票を動かしている方と動かし

ていない方がいると思うんですね。そのため、

判断基準としては住民票のある自宅からとして

います。どこに住んでいるかが住民票で確認で

きないと、距離が分からなくなるためです。 

若山委員 里帰り出産をする場合、保育所や市

町村で取扱いが違ってくるとは思いますが、里

帰り出産でも受け入れる保育所や市町村はある

とは思うので、里帰り出産に対しても今後対応

できるようにすべきだと思います。地元に帰っ

て出産する方については、誰がどこで産んでも

安心できる大分県であってほしいと思うので、

今後の検討にしてもらえたらと思います。 

工藤福祉保健部長 今回この事業を実施するに

あたり、どういうスキームがいいのか、どうい

う方をどう救うのがいいのかを相当議論しまし

た。里帰り出産も、例えば県内だと国東市から

宇佐市に里帰りする方もいるし、東京都から宇

佐市に里帰りする方もいます。事業主体を市町

村にしているので、ある程度市町村ごとにやり

方は検討していて、それを我々も柔軟に応援し

たい気持ちは山々です。市町村に住民票を持っ
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てくれば、市民になると思いますが、住民票が

まだ東京都にある方にどういう形で各市町村が

この事業を当てはめるのか、今度担当者会議も

あるので、いろいろ知恵を出しながらやってい

きたいと思います。 

猿渡委員 質問は大きく３点あります。 

 まず、コロナワクチン接種の問題です。今、

病院など医療機関でのワクチン接種が中心にな

っていると思いますが、第９波と言われるほど

感染が広がっているし、今後インフルエンザワ

クチンなどの接種と重なったとき、医療機関は

大変だと思います。大分県として、コロナワク

チンの接種に何らかの支援が必要ではないかと

思います。集団接種に対する支援であったり、

医療機関での接種において接種の単価が低いと

いう声もあるので、その接種単価を引き上げる

ための補助を行うとか、あるいは接種予約のコ

ールセンターを市町村が設置する場合のコール

センターへの支援だとか、医療機関がワクチン

接種の予約を受け付ける場合の電話対応への支

援だとか、いろいろな形での支援が考えられま

す。そのような支援を行い、接種を進めていく

ことが感染を防ぐことにつながっていくと思う

ので、何らかの支援ができないかが１点目です。 

 ２点目は、２０１６年に大分県立南石垣支援

学校で学校給食を喉に詰まらせて亡くなった林

郁香氏の母親に話を伺う機会があって、ＡＥＤ

が学校に設置されていたのに、それをいかせな

かったことに非常に悔しい思いがあって、ＡＥ

Ｄをもっといかす取組が必要じゃないかと言わ

れていました。それは学校現場でも、介護や保

育所などの児童福祉や障がい者福祉の現場でも

言えることだと思います。大事な命を預かる福

祉や教育の現場で、命を守るための取組をどう

強めていくかは非常に重要な課題だと思ってい

ます。 

 それで、ＡＥＤなどを使った講習、実習、研

修が福祉の現場で行われているのかどうか。介

護や障がい者の現場では誤えんもあり得ると思

うんですね。そういう誤えんがあった場合の対

応の仕方などについても実習がされているのか。

その現場にいる人が対応しないといけないし、

福祉の現場では職員の入れ替わりも多々あるの

で、繰り返しの研修や実習が必要だと思います

が、その辺の対応についてが２点目です。 

 ３点目は、災害時の発電機や呼吸器などの命

を守るための機器の非常用電源に対する補助が

実現して、大変良かったと思っています。しか

し、呼吸器１台分の発電機だけでは不十分だと

いう声もあります。痰の吸引器だとか、パソコ

ンとかもどうしても必要になってくるので、別

府市は日常生活用具としてポータブル電源蓄電

池が給付されたと聞いています。別府市以外で

の対応はどのようになっているのか。大変前進

したとは思いますが、さらなる充実が必要だと

考えますが、いかがでしょうか。 

池邉感染症対策課長 １点目のワクチン接種に

対する県の支援について回答します。 

 今のところ多くの医療機関の協力を得て、４

回目以降のワクチン接種は順調に進んでおり、

それをさらに集団接種としてどこかで設ける状

況ではないため、県としてはワクチン接種推進

班に専属の職員がいるので、市町村や医師会と

意見交換を重ねながら必要に応じた支援等を行

っているし、今後もその方針で進めていきたい

と思っています。 

 コールセンターも、今予約はおおむね順調に

進んでいると伺っているので、それぞれの市町

村の取組を横展開できるサポートや医師会の困

り事をきちんと吸い上げる仕組みを今後もやっ

ていきたいと思っています。 

渡邉高齢者福祉課長 私から介護現場における

応急手当の研修などについてお答えします。 

 介護施設では入所者が高齢であることから、

何らかの急変が発生することが多い状況です。 

そのため、入所者に急変などが生じた場合の対

応方針を定めることが指定基準で義務付けられ

ています。このため、誤えんや誤飲などの対応、

そして心肺蘇生などについて、研修を各施設で

年２回以上実施しています。 

今井こども未来課長 保育現場の応急手当講習

についてお答えします。 

 保育や幼児期、教育現場に携わる保育士や幼

稚園教諭に対する研修は、幼児教育センターで
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一括して行っています。新規採用職員や８年目

から１１年目までの職員を対象に、アナフィラ

キシーショックを起こした際のエピペンの使用

法や緊急時の連絡体制の確認等、危機管理に係

る内容の研修を行っており、昨年度は６７人が

受講しています。 

 また、中堅の保育士が受講するキャリアアッ

プ研修や保育士を補助する方が受講する子育て

支援研修において、心配蘇生法やＡＥＤの使用

法など実技を伴う研修も行っており、昨年度は

２８５人が受講しています。 

 こうした取組を引き続き実施して、保育所に

通う子どもの安全確保に努めます。 

柳井障害福祉課長 障害福祉サービス事業所の

状況ですが、国の指定基準では障害福祉施設は

利用者に対するサービスの提供により事故が発

生した場合、必要な措置を講じなければならず、

ＡＥＤの設置や救命講習等の受講が望ましいと

されています。 

 各施設では、消防署や日本赤十字社大分県支

部などから講師を招くなどにより、心肺蘇生や

ＡＥＤの操作方法、応急処置等の習得に取り組

んでいます。 

 いずれにしても、職員が緊急時における対応

を理解し、適切な手当等が実行できるように訓

練しておくことが必要なので、県として実地指

導や集団指導などを通じて、ＡＥＤの設置や救

命講習等の実施について、確認さらには指導し

ていきたいと考えています。 

 次に、３点目の質問ですが、必要生活用具の

別府市以外の取組状況については、確認をして

また後ほど報告します。 

猿渡委員 高齢者の介護施設等での研修につい

ては、年２回以上実施しているという回答でし

たが、計画された研修がそのとおり実施されて

いるのかどうか、実際の研修の実施結果なども

確認しているのでしょうか。現場で働いている

人からは、緊急の場合に不安を感じるという声

も聞くし、私も研修が十分なのかなと感じる部

分があるので教えてください。 

土師保護・監査指導室長 研修の実施状況の確

認についてお答えします 

 保護・監査指導室で行っている実地指導にお

いて、研修の実施状況については確認をしてい

ます。介護福祉施設については３年に１回確認

を行っています。令和４年度の実績では、４５

施設に実施をして、一部研修内容に不足がある

ところがあったので、そういう施設については

施設指導をしています。 

猿渡委員 ぜひ今後さらに実効性ある研修を積

み重ねていただきたい。頻繁に繰り返しの研修

が必要だと思うので、よろしくお願いします。 

吉村委員 最初に、１７１ページの精神障がい

者地域移行・定着体制整備事業費の障がい者ピ

アサポート研修事業についてですが、ピアサポ

ートの活動に関わっている方から聞くと、この

３年間はコロナ禍でもあったため、ほとんど活

動ができていないとのことでした。そこで、今

ピアサポート活動の実態が県内でどういう状況

になっているのか。それから、今回の事業に関

わって、特にピアサポーターを雇用している事

業所での成功例や、効果があったなどがあれば

教えてください。 

柳井障害福祉課長 近年のピアサポーターの活

動状況ですが、事業所の中で利用者の支援で活

動する方は少なく、これまでは家族間であった

り、講演会講師としての活動が主でした。いず

れにしても、コロナ禍で本人の不安の払拭や、

人が集まる機会がないということで、常に活動

ができているわけではありません。 

 今回の事業では、事業所の中で従業員として

雇用されて、利用者に対して一般就労であると

か、次の就労に向けたステップアップを支援す

る方を養成する取組を始めるものですが、実数

は把握していません。なかなかそういう形で入

れる方はいないと考えています。全国的にもピ

アサポーターがいると非常にいい支援ができる

ので、団体や事業所からも要望が強くあり、今

回事業化に踏み切ったものです。 

吉村委員 障がいのある人が自分らしく生きて

いくとか働いていくためには、この事業がとて

も大切だと思いますが、本人やピアサポーター

の声をよく聞いて、充実させてもらえたらと思

います。 
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 では、もう１点質問します。１１８ページと

１１９ページにある放課後児童クラブ等に関連

してですが、最近子どもの居場所づくりという

ことがよく言われて、子ども食堂であるとか、

私たちも視察した第三の居場所といった、学校

でも家庭でもないところが非常にクローズアッ

プされていると思うんですね。そういう意味で、

放課後児童クラブも子どもの成長にとって大切

な場所になっていると思います。ところが、保

護者の意識はどうかと言うと、共働きなので預

かってもらえればいいとか、学校の宿題を見て

もらっていればいいという感覚の方も多いと思

います。ところが、ここはトラブルや事故もあ

ったり、保護者が期待して求めているものと、

実際にこの放課後児童クラブの中で起こってい

ること、そして放課後児童クラブの支援員の苦

労が乖離しているのかなと思ったりしています。 

そういう意味で、今後放課後児童クラブをど

のように運営していくか、在り方をどうするか

を考えていかなければいけないと思っています。 

放課後児童クラブ運営協議会で情報交換もして

いると思いますが、例えば、本当に預かってい

るという範疇の放課後児童クラブもあるでしょ

うし、きちんとカリキュラムを組んで計画的に

行っている放課後児童クラブもあると思うんで

すね。そういう部分で、この放課後児童クラブ

の在り方を県として今後どう考えていくのかを

教えてください。 

それから、文部科学省からもそうですが、学

校内に余裕教室があるんだったらそこで放課後

児童クラブをやる方向だろうと思いますが、よ

く言われることは、１６時の放課後の時間にな

って、学校の先生が職員室に戻ってほっと一息

したら、その後の時間に支援員が職員室に来て、

トラブルが起こっているので一緒に加勢してく

ださいみたいな話があったりということで、そ

ういうことも含めて、学校と放課後児童クラブ

の垣根が高い状況があるので、その辺のところ

を教育委員会と放課後児童クラブについて何か

話をすることがないのかが気になっています。

子どもについて言えば、学校でも気になる子ど

もがいるので、放課後児童クラブと学校でお互

いに情報共有して、その子にとってどうするの

がいいのかを一緒に考えていくべきだと思うん

ですね。ところが、今垣根があって、なかなか

情報交換しづらい状況もあるのかなと思います

が、そういう学校現場と教育委員会との連携を

どう考えていくのか教えてください。 

今井こども未来課長 放課後児童クラブに関す

る課題はいろいろあると認識しています。 

 先日、放課後児童クラブ運営協議会の総会に

参加したときに、その中でもいろんな課題があ

ると伺っています。その際に、放課後児童クラ

ブ運営協議会が定期的に放課後児童クラブを訪

問する機会があるので、放課後児童クラブをぜ

ひ一緒に訪問させてほしいとお願いして、盆開

けの８月２２日に訪問する予定にしています。

そこで、支援員や現場に携わる方にいろいろ話

を伺いたいと思っています。そこで課題を整理

して、いろんな施策にいかしていきたいと考え

ています。 

 それから、教育委員会との連携ですが、放課

後児童クラブについての連携は今のところ取れ

てはいませんが、別の件で小学校を担当してい

る義務教育課と協議する場もあるので、その機

会を利用して、今後放課後児童クラブについて

も連携していきたいと考えています。 

吉村委員 放課後児童クラブは、子どもにとっ

て今後ますます大切な時間や場所になってくる

と思うんですね。そういう意味で、どういう在

り方がいいのか、教育委員会とも十分協議をし

ていただきたいと思います。 

工藤福祉保健部長 学校現場との連携について

は、例えば、第三の居場所もそうですし、我々

が一昨年ぐらいから取り組んでいるヤングケア

ラーについても、福祉保健部としてはこういう

ことをぜひ協力いただきたい、放課後クラブは

こういう課題があるので学校との垣根がもう少

し低くならないかと、市町村や県の教育委員会

にいろんなお願いをしているし、かなうなら予

算を取ります。ただ、やはり学校現場を実際に

回している教員そのものの意識改革がなければ、

いくら校長や教頭がいいと言っても、なかなか

前に進まない実態を何回も目にしているので、
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それが残念であり難しいところです。 

 ですので、これは文教警察委員会の委員から

もぜひそういう後押しをいただいて、やはりそ

の意識改革がないと我々がいかに叫んでも出来

ないんだと、正に子どもの一つの命を一緒に守

る雰囲気をもう少しいろんな方にお手伝いいた

だき、それが意識改革につながるといいなと私

は思っています。よろしくお願いします。 

今吉委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 ほかに御質疑等もないので、これ

より、さきほど審査した生活環境部関係とあわ

せて一括して採決します。 

 本案のうち本委員会関係部分については、原

案のとおり可決すべきものと決することに御異

議ありませんか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 御異議がないので、本案のうち本

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと決定しました。 

 以上で、付託案件の審査は終わりました。 

次に県内所管事務調査のまとめを行います。

執行部は説明をお願いします。 

工藤福祉保健部長 委員の皆様には、６月７日

から２３日の計６日間にわたり、福祉保健部所

管の県地方機関や福祉施設等を調査いただき、

貴重な御意見や御指導を賜り、誠にありがとう

ございました。 

調査の中でいただいた意見や福祉施設等現場

の話もよく伺いながら、県民が健やかに、そし

て安心して暮らせるよう、福祉保健部一丸とな

って取り組みます。 

さて、本日は調査の中で意見や質問をいただ

いた、ふくふく認証制度について私から説明し

ます。 

委員会資料の２ページを御覧ください。まず、

１のふくふく認証制度の概要についてです。 

本制度は、人材育成や就労環境等の改善につ

ながる介護事業者の取組について、県が基準に

基づく評価を行い、一定の基準をクリアした介

護事業者に対して認証を付与する制度です。こ

れにより事業者による人材育成、職員の待遇改

善等の取組を見える化し、介護人材の確保や定

着につなげるものとなっています。 

次に、２の認証の流れについてです。まず、

事業者は①の参加宣言を行った上で、認証取得

に向けた取組を行います。県としては、こうし

た事業者の取組を、セミナーや研修会等で支援

します。その後認証に向けた体制が整った事業

者から②の認証申請が提出された後は、③④⑤

の書面や現地での審査を経て、⑥の認証付与と

なります。なお、①の参加宣言は２年ごと、⑥

の認証は３年ごとの更新制となっています。 

最後に、３の県内所管事務調査における要望

についてです。６月７日に行われた臼杵市の特

別養護老人ホーム四季の郷での調査の際に、ふ

くふく認証制度について、いくつか要望をいた

だきました。概要としては、ふくふく認証は介

護事業所を対象とした制度であるが、障害福祉

事業所などを経営している法人もある、ふくふ

く認証の更新時は二つ星のようなステータスア

ップも検討してほしいといったものです。一部

の認証基準の中には、障害福祉事業所への適用

が難しいものがあるなど、整理すべき課題もあ

ります。また、既に認証を受けている事業者が

県内８事業者あり、認証に向けて参加宣言を行

って既に取組を進めている事業者が６０事業者

あるので、そういった関係者の声も聞きながら、

どのような形が望ましいかを検討します。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別に御質疑等もないので、これで、

県内所管事務調査のまとめを終わります。 

 次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

ったので、これを許します。 

①の報告をお願いします。 

渡邉福祉保健企画課長 令和５年６月３０日か

らの大雨に係る被災者支援及び被害状況のうち、

福祉保健部関係について説明します。 
資料の３ページを御覧ください。まず、１の

発災後の支援と生活再建に向けた支援について

です。 
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（１）の災害救助法の適用についてですが、

７月１０日１１時に中津市及び日田市に対し、

７月８日付けでの適用を決定しました。救助の

内容としては、①の避難所の設置や避難者への

食料品等の提供を行ったほか、②の福祉避難所

を両市合わせて５か所開設しました。なお、福

祉避難所には現在でも４世帯７名が避難してい

ます。また、③の応急的な住宅の供与では、こ

れまで中津市で７世帯、日田市で２８世帯、計

３５世帯の相談を受け付け、民間住宅に２世帯、

公営住宅に７世帯の入居が決定しています。 

続いて、（２）の被災地への人材派遣につい

てです。まず、①については７月１０日から日

田市に保健師を派遣し、市役所でのいわゆるリ

エゾン業務のほか、市職員とペアで避難所や被

災地区の巡回訪問を実施しています。次に、②

の災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）については、

避難の長期化に伴う福祉的ニーズを把握するた

め、日田市の要請により県内の社会福祉施設職

員により構成されたチームを、７月末まで派遣

する予定です。 

続いて、（３）生活再建に向けた支援につい

てです。住居や家財に被害を受けた方に対して、

県内全市町村で災害援護資金の貸付けを７月１

０日から開始しています。また県として、７月

１８日から災害義援金の受付を開始しており、

今後、日本赤十字社及び共同募金会の受付分と

合わせ、配分委員会で単価等を決定し、市町村

を通じて被災者にお届けします。 

最後に、２の社会福祉施設の被害状況につい

てです。県内の社会福祉施設からの被害報告が

１０件ありましたが、いずれも人的被害はなく、

現在は全ての施設でサービスを再開しています。 

説明は以上ですが、引き続き被災者への支援

に全力で取り組みます。 

今吉委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑、御意見があ

ればお願いします。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 では、私から災害義援金について

質問します。この災害義援金は被害の状況によ

って額が決まるんですか。 

渡邉福祉保健企画課長 災害義援金は被害の状

況によって決まります。これまでの例でいくと、

死亡した方、負傷した方、あと住居が全壊した

方、半壊した方、床上浸水した方くらいまで、

その被害状況や集まった額に応じた単価を決定

し、その被害に遭った方に配分する状況になる

と思います。 

今吉委員長 まだ単価は決まらないんですか。 

渡邉福祉保健企画課長 災害義援金の集まり状

況によって変わるので、多く集まれば多く配分

できるし、あまり集まらなかった場合はそれな

りの額になります。集まった金額の範囲内で一

定の被害に遭った方に義援金を届けるという考

えで単価を設定してきました。これは、大分県、

日本赤十字社大分県支部、大分県共同募金会な

どで配分委員会を編成して、ここで決定してい

くことになります。 

今吉委員長 山国町で３件ぐらい被災した人が

いて、その中で全壊した人から何か補助がない

かという相談を受けたんですよ。そういう方も

応募すれば、その額が出ますか。 

渡邉福祉保健企画課長 全壊であれば、まずは

公的に大分県災害被災者住宅再建支援制度が適

用され、義援金も配分されるのは間違いないと

思います。特に応募は必要なくて、市町村が全

体で全壊や半壊が何件と把握しているので、そ

れに応じて単価を掛けたお金を市町村に渡して、

市町村から被災者へ届けるといった仕組みにな

ると思います。 

今吉委員長 資料では受付が県と書いてあるの

で、県がやるのかなと思って。 

渡邉福祉保健企画課長 お金自体は県が受け付

けて、市町村を通じてお渡しします。 

柳井障害福祉課長 さきほど猿渡委員から３点

質問があったうちの最後の１点、非常用発電装

置などの別府市以外の対応状況がどうかという

質問について、お答えします。 

 対象者のいる市町村全てで日常生活用具の事

業で対応しているか、もしくは補助事業として

取り組んでいます。いずれの市町村も本人の自

己負担なしに整備できるようにしているか、負

担がある場合でも１割負担などの少しの自己負
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担で整備できる制度を整えています。 

今吉委員長 猿渡委員よろしいですか。 

猿渡委員 はい、ありがとうございます。 

今吉委員長 これで諸般の報告を終わります。 

 予定している案件は以上ですが、この際ほか

に何かありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これをもって福祉

保健部関係を終わります。 

 執行部はお疲れ様でした。 

 委員の皆様はこの後協議を行うので、このま

まお待ちください。 

 

〔福祉保健部退室〕 

 

今吉委員長 それでは内部協議を行います。 

まず、閉会中の所管事務調査の件について、

お諮りします。 

お手元に配付のとおり、各事項について閉会

中の継続調査をしたいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 御異議がないので、所定の手続を

取ることにします。 

次に、県外所管事務調査についてです。行程

案について事務局から説明してください。 

〔事務局説明〕 

今吉委員長 ただいまの説明の中で、何か意見

はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 それでは、この案で決定します。 

 なお、今後、訪問先などの事情によって行程

の一部を変更せざるを得ない場合は、委員長に

御一任願います。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

今吉委員長 別にないので、これで委員会を終

わります。 

 お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


